
 

1 開 会  

 

2 報告事項  

 まちづくり総合交付金制度に関するアンケート調査の実施について 

（資料 1 参照） 

  

3 議 題 

（1）検討の方向性について 

・検討の方向性、検討事項について説明（資料 2、資料 3 参照） 

 (佐々木委員長) 先ほど永田課長から説明があったが、これ以外に研究を進め

た方がいいものがあれば。なければこのまま進めていくことに

なるが特にご意見ないか。 

 (岡本委員) 決算も事業報告も自由を妨げるということで公開はしないと 

以前から原則的に決まっていることはわからなくはない。今、

自分たちがやってきたものの繰り返しになっている中で、他団

体がどのようなことをやっているか分かれば、これに使っても

よかったのかという気づきになり、事業の幅が広がってくる。

交付金という観点からすれば、事業報告、決算報告が公開され

てもいいと私は思うので、検討項目に入れて欲しい。 

(佐々木委員長) 各委員会の活動の幅を広げるという意味でも、事業報告や決

算状況は公開する方向が望ましいのではという意見だが、今

回の検討項目には入っていないか。 

   (永田課長) 今のところ項目には入っていないが、これまで公開しなかっ

た経緯を改めて確認をしないといけないところではある。前

回弥栄の久谷委員からのご意見で他の団体の活動が見られれ

ばという意見があったと思うが、それに対して今回資料 5 で

どういったものにどう使っているか、それぞれのまちづくり

委員会ごとの経費の支出、使われた内容をまとめた資料も準

備をしている。先ほどあったお宮の経費については対象外と

なるので、そのあたりは実績報告の際や事例集でみなさんに

周知をしていかないといけないと思う。岡本委員の言われた

事例の公開は次回以降でお返事できたらと思う。現状できる

範囲の情報は出させていただいているということでご理解い

ただきたい。 

(岡本委員) 今からいろんなことをされる団体は当然まちづくり委員会を 

組織されている自治会よりされていないところが多いので、地

域の人がそれをやろうと盛り上がるのはいいと思うが、公開し



ないと間違ったまま使ったり、使えるものを知らないままにな

る可能性がある。それを防ぐためにも報告と決算の公開は問題

ないし、交付金であると逆にするべきではないかと思う。 

(佐々木委員長) 公開については検討していくことにする。 

      

 （2）算定方法について 

   (永田課長) 基礎額、活動費について説明（資料 1 参照）  

(佐々木委員長) 基礎額と活動基礎額に絞って、ご意見等あればぜひご発言を。 

 (岡本委員) 弥栄も見直す必要はないということで出している。 

      前回のアンケート結果と比べて、見直す必要があるという意見

が減っている。この制度が始まった平成 23 年頃から事務局をや

っているが、当初は勢いもあり、関わる人も若く、あれもこれ

もしようと予算が足りない部分もあった。ただ、ずっと継続す

るのは大変難しい。弥栄でも 480 万ぐらい貰っているが、その

うち 2 百数十万は助成金として、弥栄の団体にまちづくり委員

会から出している。まちづくり委員会の事業としては 240～250

万で、だんだん事業も増え、お金がもっとあればいいと感じる

時期もあったが、今は逆に係わる人が年取っていき、お金より

人の方が問題でなかなか続けていけない。予算不足ということ

はもちろんない。 

アンケートの問 13 の中で、世帯数割 2 万円を一人当たり 500

円にするという意見があったが、地域でそれぞれ配るわけでは

ないので、街中と奥地と戸数が多い、人が多いというのはさほ

ど問題でないと思う。市内では戸数が多いが、無関心な人が大

半であり、一人 500 円に変更する意味はあまりないと思う。「事

業計画を出して、一定の交付金以外の事業加算を」という内容

があったが、そのような加算があったのか。 

(永田課長) そういったものはない。 

(岡本委員) そういうものをつけるのであれば、内容を考えて予算を要求

するのが妥当で、貰ったものでやるのであればその中で考えれ

ばいいということになると思う。今の基準はおおむね妥当で、

それで不足があるならば、課題解決事業もある。今の事業加算

でなくても、何かあれば相談されたらいくらでもやっていける

と思う。 

(新田委員) 私も前回の中間検証時にアンケートを書いた。今回項目が少

し変わっているが、過去に亘って見比べたりした。全体的に、

算定に現状維持というか、どちらかというと周知の段階から、

例えば課題解決なんかを使って活動してみるというところが出

てきて、アンケートの 5 年と 7 年の結果を見ると、やったこと



がなかったところがやってきたのが見えるような感じがする。

全体的には周知から活動し出したところが多く、まだ見直しと

いう段階ではないように思う。算定の内容は、高齢化とか確か

に思ったり、面積はどうでもいい、あるいは少なくてもいいか

ら高齢化は必要と思ったり、でも町場の方はまた違ったりとな

かなか凸凹がある感じがする。全体的でいうと算定の部分は、

現状維持になるのかなと思う。それと交付金のことだが、自分

の地区も高齢化してきて、今まで人力でしていたものを交付金

で賄うというような部分が多々ある。そういう面で同じ交付金

の使い方でも、活動をしていくというのと、それが例えば事業

加算という発想と、交付金で人力を賄うような、色々な考え方

が出ている。色々言ったが現状維持かなと思っている次第。 

(佐々木委員長) 現状維持という意見が続いているが、例えばアンケートの方

だと寒冷地加算や塩害地加算など、特別な気象条件と地域条件

によって支出する部分が多いということ。確か令和 5 年度もそ

ういうふうに言う方が結構おられたが、このあたりについて何

か意見があれば。 

(坂根委員) 山間部と市街地は全然違うのは皆さんご存じと思っている。

それに合わせて、高齢化率がどんどん上がっていくとなると、

先ほど新田さんが言われたように、人がいないから交付金を付

けざるを得ないような状況に今陥っているという風に思ってい

る。先ほど出た寒冷地加算や、塩害加算に加えて、やはり山間

部というところで捉えるかということは押さえていかないとい

けない状況になっていると感じた。 

(佐々木委員長) 全体的に担い手不足だが、特に市街地から遠いところは例え

ば学生が行くにもなかなか参加しにくいという部分も多かった

りすると思うので、確かにそうだと思う。 

(岡田委員) 基本的なところで 1 つ確認だが、アンケート調査の結果報告

書の 1 ページの(2)の対象のところで、単独自治会の調査対象は

総合交付金を申請した団体 58 団体とある。ということは、申請

していない団体もあるということか。 

(永田課長) されていない団体もある。 

(岡田委員) 対象のアとイで、全部を網羅しているわけではないと。 

(永田課長) はい。 

(岡田委員) それ以外のところというのは交付金を申請しないで事業もあ

まりしない、自主財源でするというような感じになる。 

(永田課長) 交付金をもらっていないということはそれ以外でということに 

なる。 

(岡本委員) 自治会が機能していないのでは。 



(岡田委員) 自治会が機能していなくてもその環境はあるわけで、申請が出

ないと動けないというところもあると思うが、そういうところの

状況は把握をされているか。 

(永田課長) 先ほど岡田委員さんが言われた単独自治会については、基本今、

市の方としては、全市にまちづくり推進委員会をというところで、

できていないところについてはまちづくりコーディネーターや、

まちづくりセンター職員と一緒になって、その地域に入って設立

に向けた支援をしているところ。今設立していないところは生湯

町であったり、港町であったり町場が多く、浜田、石見が多い。

そこからそれぞれの町内会長さん等にアポ取りながら集まっても

らい、設立に向けた準備、話し合いをしているところだが、やは

りなかなか必要性を感じてもらえていないというところもある。

ただそうは言っても、同じ地域に住んでいて、繋がりづくりとい

うのは大切ですよというところを一番実感してもらえるのが防災

や福祉という面であり、何か行事の時、防災に関する事業しませ

んかとか、そういう何か取り組みも一緒にしながら設立に向けた

準備をしている。何もないから置いておくということではなく、

設立に向けた、できるだけ市内全域でまちづくりができるよう、

取組をしているところ。 

(岡田委員) はい、わかった。 

     それともう一つ、17 ページの 6 番上の段のところは、令和 7 年が

抜けているということでよろしいか。 

(永田課長) そのとおり、失礼した。 

(岡田委員) 今の交付金の中の高齢化加算、年少人口加算、これについては資 

料を見ると、高齢化率が市の高齢化率を超えているものと超え 

ていないもの、1 つの基準値を決めて、それを超えていたら支給す

る形で、年少人口加算も同様に、そうすると 0 か 100 かどっちか

で、その段階によって支給額が違うというとこではないのか。 

(永田課長) 基準値を超えないともらえない。その考えで行くと 0。 

(岡田委員) その基準を決めないとなかなか難しいというところも十分わか

るが、もうほんのちょっと超えないばかりに加算がもらえないとい

うようなことになっているような気がする。これを決められた時の

経緯を教えていただきたい。もし可能であれば、段階を少し分ける

ような取り組みができないのかと思った。 

(佐々木委員長) 今は活動基礎額の話をしていたところだが、高齢化加算、年少人

口加算の話に移って良いか。高齢化加算、年少人口加算の部分で事

務 局から説明しておきたいことがあればお話しを。もうそちらに

移っていこうかと思う。 

(永田課長) 当時の資料を見返せていないので、その当時どういう議論があっ 



て、この加算が加えられたかという詳細なところまではわからな 

い。 

 (佐々木委員長) ただ今のご意見は高齢化と年少の部分で、0 か 1 かというよりは

グラデーションをつけると、高齢化について何かやり方がもしか

したらあるのではないかというご意見だったので、当時どうやっ

て今の制度が決まったかということも含め、それについて見てみ

るというのは意味があることと思う。 

(永田課長) 次回のところまででお示しできるようにしたいと思う。先ほど

坂根副委員長さんが言われたように、中山間地域と町場と人が減

ってくる、でも事業はしないといけない、そうすると今まで人手

ができてあった部分ができなくて、交付金を使うというようなと

ころからの意見があって高齢化加算ができ、逆に言うと町場は子

どもたちが多く、これからの子供たちが浜田に住んでよかったと

思ってもらえるような活動をしっかり支援していく為に、年少人

口加算というのができたのではなかったかなという風に思う。も

う少し詳しく次回のところで説明させていただく。 

  (佐々木委員長) それができた理由や使い道というよりはそれを判定する基準

が 1 か 0 かで、完全に分かれるのはどうなのかという意味だと思

う。 

(永田課長) そういったことがある中で、グラデーションというよりは、も

うその人がおられるので、その対象者に対する交付という形で決

めたのではないかと思うが、そうするとどこまでを見ていくか。

ある一定の基準を設けないと、全部に交付するような形になる。

そうなると、今の 3 つの基礎額のところ、世帯数や面積割がそこ

に逆にかかってくる。そこでその中で高齢化率が高いところ、年

少人口が多いところには別枠でもう少し配慮しようということで

線引きをされたものではないかという風に考えている。 

(岡本委員) それから基礎額を落としたと思う。 

(永田課長) 確か、そうであった。 

(田中部長） 要は全体額が決まったものの配分方法だと思う。今言われた

ように、基礎額のどこかを少し落として加算するものを捻出して、

それをどう分けるか。課長が話したようにそれをグラデーション

をつけて満遍なくいくようにする。もう一方で年少人口加算もグ

ラデーションをつけてとなると、ほぼ平均のような形になり、加

算の意味が薄れてくるというのはあろうかと思う。同様のことで

今回お諮りしているが、この加算があまり多くなりすぎると、結

局差がつかないことにもなりかねない。やはり高齢化のところに

は高齢化対策のための費用が掛かる。年少人口のところは、子ど

もの事業が増えると費用がかかるという意見で、当時少し差がつ



くようにできたものと思っているので、そういった目でも見てい

ただければ。 

(坂根委員) このアンケートは市民の皆様のご意見かと思うが、まちづくりを

推進していく行政側としてのアウトカムとういかそれが必至とい

うところは何か見えたところがあるか。 

(田中部長) まさに今回、検討のお願いの中でも少し申し上げたが、総合交付

金の評価の仕方になろうかと思う。まちづくり活動の事業効果を

検証する方法がなかなか見当たらない。仮に設定する場合、まち

づくり委員会の数や、地域で行われる事業の数が増えた、など把

握できればそういった指標になるかと思う。ただ、事業の数え方

もまちまちであり、くくり方も色々あるのでそこは検討が必要か

と思う。正直なところ、市の総合振興計画などでまちづくり推進

委員会の設立の項目があり、そこで目標設定はしている。令和 7

年度までに 90％くらいの数字を設定しているが、今この総合交付

金自体で数値が目標されているのはそれぐらい。もし今後何らか

で評価の方法があれば、設定をしていきたい。数値目標はこのア

ンケート調査結果がどのように変化していくか、そこで改善点を

見つけてこうした検証をしていくというのがこれまでの実態。 

 (佐々木委員長) 次に課題解決特別事業について事務局から何か説明はあるか。 

(永田課長) 課題解決特別事業について説明（資料 1 参照） 

(佐々木委員長) 課題解決特別事業についてアンケート結果を踏まえて、何か意見

等あるか。特に制度変更すべきなどの意見は。 

(岡本委員) 課題というタイトルにするから難しい。普通にやる事業はみんな

課題としてやった方がいいからやる。課題解決だから特別に事業計 

画を作ってという話になれば、当然年度内に解決するのが普通。使

う方が難しい。 

(新田委員) 課題解決事業の部分で金額の枠があると思うが、これは令和 5 年

度、7 年度と枠がいっぱいになる速度感というか、充足率、使用率

はどのような感じか。 

(永田課長) 年度当初に早期募集という募集する。その中で大体 4 月 5 月く

らいからやりたいというところは早めにやるが、そこでいっぱいな

らず予算に残りがあれば追加募集という形で、想定している予算の

400 万になるまでのところは順次、追加募集をしていっている状況。

ただそれに満たない場合もある。事業期間は継続もあるが一応 1 年

間なので 12 月にすると、申請や実施等、3 月まで期間がないので、

予算があるから募集したところで申請が出てこないというような状

況もある。 

(新田委員) 400 万ぐらいということで売れ行き状況は同じような感じか。 

(永田課長) コロナのときは一時期、活動自体がなかったので少し申請が少な 



かったが、徐々に最近は増えてきている。 

(新田委員) アンケートではそういうところがちょっとわからない。 

(永田課長) そうである。 

(新田委員) 利用状況はいいというところか。 

(永田課長) できるだけ多くの団体に使ってもらいたいということで、毎年実 

践紹介集を作成し、こういう形で使っているのを参考にしてもらい

たい。先ほど最初の岡本委員さんが言われた、こういう使い方もで

きるというのを、団体で色々見てもらい、思い当たる事業があれば

申請いただきたい。 

(新田委員) アンケートでは活用したい、していない理由はもちろん書いてあ 

るが、実態のところは枠でいうと売れ残ることはなくそれなりに皆

さん活用しておられるのか。 

(永田課長) 今のところ大体予算枠いっぱい。また増えるようであれば、予算

を 増額するか、全体で調整するということになろうと思う。 

(新田委員) 担当課とすれば、課題解決特別事業の枠をむしろ広げなくてはい 

けないとか、そこはどのような感じか。 

(永田課長) 大体今の予算枠で納まっているところで、増やすことなく現状の 

ままでしばらくはいいと思っている。 

(新田委員) そうだとしたら、今予算をカットしても変わらないが、枠を広げ

たらもっと申請がありそうなのか。 

(永田課長) 予算がそこまでならやはりある程度、その団体でもらう交付金の 

中でやりくりをされる。 

(新田委員) 例えば、枠が埋まった後に相談があり、せっかくの話だがもうい

っぱいになったというようなことはあるのか。 

(永田課長) ない。随時募集ではなく、定期的な時期を定めて募集をかけてお 

り、その時々、全部受付けてから審査していただいて交付するかど

うするか。減額して出すかなどその辺は審査会が決定して交付する。 

(田中部長) 途中でも話があったが、事業実績によって加算してはどうかとい 

う意見もアンケートの中で出たのは事実。我々の考えでは今この課

題解決特別事業というのはそれに代わるものと思っている。通常の

毎年の運営とは別に、この年こういったことに力を入れるというこ

とで、計画を出していただく必要があるが、そうした積極的なとこ

ろについては、別枠で支援をしていこうということもある。毎年は

難しいと思うが、そうした計画までできるようなことで取り組まれ

ているところには、積極的に支援をしていこうという特別枠なので、

去年の実績がこうだったからこれだけあげますというより、今年必

要という計画が出てきたときに応えられるものとしては当面この

形でいろいろな希望に沿えているのではないかとは思っている。 

(坂根委員) 課題解決事業とてもいい事業だと思っていて、やはりやる気とか 



もう一回チャレンジしてみようという地域の起爆剤になると思っ

ている。ただやはり、1 年で同じようにまた進めていくのはできな

い。これは起爆剤であって、事業で継続していくとか、同じことを

しなくても新たな手段として次の目標に進めていくためのもので

あってほしいと思う。ぜひ課題解決特別事業に手を挙げられたとこ

ろに、次もうこの予算はないけれども、自分たちの交付金でどのよ

うに活用していくかという考え方が入っていくとより良くなると

考える。この事業の在り方についてはもう一つあると皆さんのため

になるのではないのかと。 

(佐々木委員長) 令和 5 年時も言ったかもしれないが、このアンケートの結果を

見ても、なぜ課題解決事業に取り組んでいないかというところに

ついて、事業を実施する体制ができてないとか、事業をそもそも

企画できないからといった理由が圧倒的に多い。基礎額活動費の

範囲内で賄えるというのも、これは裏を返すと実施する体制とか

事業企画ができないから事業ができなくて基礎額の中で納まって

いるだけだと思う。担い手のところをセットでどうにかしていか

ないと積極的な取組を進めようという、本来の意義を果たすには

なかなか難しいと思っている。だから地域の大学生や高校生など

若い人たちとその地域のまちづくりを繋げるような仕組みをセッ

トで進めていかないと、なかなか効果が上がっていかないと思っ

ていて、私自身は大学で学生と外に出て、地域の方と繋がりなが

ら直接お手伝いさせてもらっている。そういった取組というのが、

今は教員一人一人の属人的な活動でやっているだけだが、もう少

し公立大学や公立の高校としっかりした体制を作っていくのは結

構大事なこと。例えば高校では、総合探求の時間にその教科の勉

強以外で週 2 コマくらい外に出て、地域の人と活動しようという

授業がある。高校の先生に聞くと、実際どうすればいいか、何を

やればいいか迷っている先生もいて、そういう先生と話をつなげ

られれば何かイベントや新しい取組をするときも、高校生や大学

生が日常的に関わって、一緒に案を出したり、お手伝いしたりで

きるようになると思う。少しずつセットでやっていくのは結構大

事かと個人的には思ってやっている。 

(田中部長) まさに今、地域政策部としても取り組んでいるところ。大学生、

高校生に地域で活動していただく量が増えてきている。県立大学

では、地域政策学部ができて以降、先生方が引っ張って、各地域

に入られているところや、中には学生が独自に動いているところ

もある。大きな動きとしては、駅前にまちなか交流プラザという

のができて、その中にファンタスという団体があり、その団体が

大学生と地域を結びつけるような動きもしている。お金の面でい



うと、浜田市で今年度から学生版のあいのりタクシーというもの

に予算をつけた。もうすでに何件か利用されている。先生方がゼ

ミで動かれる時は、大学にバスがあったり、別の予算があったり

するが、学生が個人でボランティアをしに地域に行きたいが弥栄

まで行くのに自分の車がないと、タクシーだと高額になるという

ようなことで、相乗りタクシーと同じような制度も入れている。

なかなか周知も難しいが、地域政策学部を目指して入ってきた学

生は、地域に行きたがっているので、これからどんどん活用を広

げて、周知の活動を今からやっていこうと思っている。地元の方

からも色々声をあげていただければと思うので、ぜひよろしくお

願いする。 

 (佐々木委員長) 地域の活動が好きなやる気のある子は本当に多い。まちづくり

の側から見てどうやって声をかければいいのか、どういう風にお

願いすればいいのかなどお互い情報を見つけて働きかけやすい

ような仕組みを作らないといけないと個人的に思っている。 

  (永田課長) 支出項目については次回にさせていただく。今回、ご意見いた

だいたことについて今までの方向性でいいかどうか、もう少しこ

このところは検討した方がいいか、まとめをお願いする。 

 (佐々木委員長) 検討の方向性としてはおおむねその通りだが、その他のところ

で一つ、情報公開の制度については、やり方あり方について少し

検 討した方がいいという意見を頂いた。私もいいと思っている。

算定方法の基礎額、活動基礎額について、これはおおむね現状維

持というか、特に変えた方がいいという話がなかったと認識して

いる。高齢化加算、年少人口加算については、今の基準のところ

の確認だけだった。交付するしないという基準が、どうなってい

て、なぜそうなっているのか、それが今の状況を踏まえて適切か

どうかをもう一度再確認するという話かと思う。課題解決特別事

業についても、制度自体を大きく変えるというよりはそれを効果

的に進めていく為に、周りの大学生や高校生とのつながりをもう

少しスムーズにできるようなやり方を、浜田市としてやっていく

べきではないかという話だったかと思う。今日はここまでという

ことで、次回、支出項目の食糧費の条件、工事請負費や備品購入

費の方に入っていく。 

(岡本委員) 次回からの検討項目でいいが、弥栄はそれぞれの委員の活動に

対して報酬がなく時間賃金を出しているが、全くないところもあ

ると思う。これについてかなりの金額が出るので、ある程度の基

準があったらいいと思う。 

(永田課長) 賃金の報酬額に上限額をということか。会長ならこれくらいの

報酬といったものか。 



(岡本委員) 報酬でなく賃金。委員が活動に出た場合の日当的なもの。うち

は会長、役員、委員など役割ごとの報酬は別にないが、色々イベ

ントをやって、担当部会の委員は出るけれども、全く出してない

団体もあるでしょう。そこの公平感というか。例えば祭りで、委

員としてその運営に関わる時間もあれば、客の一部である時間も

ある。ある程度の線引きがないといけないし、あまり線引きする

ともうやめたとなり元も子もなくなる。その線引きがうちだけの

ものでいいのか、他の団体とも一応範囲の共有した方がいいのか。 

(新田委員) 今の手当てというのは令和 5 年時には検討項目にあった。今回、

令和 7 年度にはなかったのは何かあったのか。 

(永田課長) 令和 5 年時、確かにアンケートであったように思う。その時に

一定の方向性が見えていたので今回外した。改めてまたもう一回、

令和 5 年度どうだったかというところも次回報告をさせてもらい

ながら、全体的に日当を出した出してないというのを、わかる範

囲で大体どれぐらいの団体が報酬や日当を払っているのかわかれ

ばまとめてみて、次回の時に説明させてもらう。 

(岡本委員) 全体の占める割合とか。 

(永田課長) そうですね。 

(田中部長) やり方としても報酬のような形で払って、1 回 1 回で出た時に

払わない団体も当然あると思う。 

(岡本委員) うちは 3 か月分を本人が申告する。このイベントに自分は何時

間出た、というのを信用してやるが、その中でもそこまで取るの

かというのもあったりするので、目安がある程度みんなに周知す

る感じで出た方がよいのでは。私が会議の中で、賃金はこうだか

らこれ以上出さないと言って、それならしないという話になった

のでは元も子もない。全体的な状況はこうで、目安はこのくらい

というのが私から言うよりも目安からわかる方が本人も自覚しや

すいように思う。 

(永田課長) 前回の時もそういう意見があり、逆に報酬が低いところが多い

ところ見て、あそこまで上げて大丈夫なのかと報酬を上げられた

というようなことを聞いたこともある。それがどちらに転がって

いくのかというのがあるので、前回の資料も調べて次回報告をさ

せてもらえたらと思う。 

 

4 その他  

今後の予定について 

   第 3 回まちづくり総合交付金検証・検討委員会 

    時期：令和 7 年 9 月下旬頃（予定） 

5 閉 会  


